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研究成果の概要（和文）：本研究の第１の課題は、「就業構造基本調査」を用いて職業構造全体の変化を捉える
ための分析を行うこと、第２の課題は、職業構造の変化の中で非正規雇用者が職業構造の中でどのような地位に
分化しているのかを捉えることであった。第1の課題に関して、「2000年代後半以降の日本の労働市場に関する
二極化仮説の検討」という研究テーマのもと、欧米で定着する二極化傾向は日本の労働市場には見られない点を
確認した。第2の課題に関しては、JGSSライフコース調査データを援用し、非正規雇用者の内部分化に関する分
析を行った。研究期間中、10の学会発表（国内８、海外２）を通して、成果を公表した。

研究成果の概要（英文）：The first aim of this study was to conduct an analysis using the large scale
 micro data "Basic Survey on Employment Structure" to capture changes in the overall occupational 
structure in the Japanese labor market between 2007 and 2017, and the second aim was to capture the 
differentiation of the status of non-regular employees in the occupational structure. As for the 
first aim, this study explored that “polarization” of occupational structure, that has been 
prevalent in Europe and the United States is not seen in the Japanese labor market. Regarding the 
second aim, it clarified the internal differentiation among non-regular employees in terms of 
long-term career patterns, using the Japanese micro-data called JGSS. During the research period, 
the results were made public through 10 conference presentations (8 in Japan and 2 overseas).

研究分野： 社会学

キーワード： 職業構造の変化　就業構造基本調査　非正規雇用　JGSS

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究の最大の貢献は、欧米で先行している労働市場の「二極化仮説」が日本にどの程度当てはまるのかを、就
業構造基本調査を用いた分析により明らかにしたことである。この意義は、職業構造の変化に関する代表的な国
際比較研究の成果であるWright and Dwyer(2003)、Oesch（2013）とほぼ同じ手法を用いて、日本の大規模ミク
ロデータに含まれる職業小分類のコードを用いた分析を行うことにより、先行する海外の研究成果と比較可能な
分析結果を導き出した点にある。また研究期間中、国際学会に積極的に参加することにより、将来的な国際共同
研究への参加のためのネットワークを構築する機会を得た

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



1. 研究開始当初の背景 
リーマンショック後の低経済成⻑の時代にあって、良い仕事(⾼い 専⾨性、⾼賃⾦、正規

雇⽤)と悪い仕事(低技能、低賃⾦、⾮正規雇⽤)に就く労働者の間の格差、いわゆる<労働市
場の⼆極化>は、先進資本主義国共通の喫緊の政策課題となっている。欧⽶の研究動向をみ
ると、国際⽐較可能な⼤規模ミクロデータを⽤いて格差拡⼤の実態を捉え、背景要因を各国
の制度的特徴に求める研究成果が 2000 年以降蓄積されている。しかし⽇本についてみる
と、労働や雇⽤の国際⽐較研究を代表する研究の中で⽐較対象になっていない。背景には、
国際⽐較が可能なデータが海外で公開されていないこと、また、欧⽶で主流の分析視座(後
述)に基づく研究が不⾜している状況がある。本研究課題の発端は、現在、海外への情報発
信が⼗分になされていない⽇本の雇⽤と職業構造の不平等に関する分析結果を、国際発信
することの必要性を認識した点にある。 
 
2. 研究の⽬的 
(1) ２つの視座に基づく労働市場の⼆極化仮説の検討 
図 1 には、2000 年以降の<労働市場の⼆極化>をテーマにした欧⽶の研究群の分析視⾓を
整理している。労働市場の⼆極化は、 <雇⽤形態>と<職種>の 2 つの分析視座から検討さ
れる。前者の代表的研究である Thelen(2014)は、不本意⾮正規雇⽤の指標を若年失業率や

労使交渉適⽤率と組み合わせ、
先進各国の社会的平等性を⽐較
分 析 し て い る 。 ま た
Oesch(2013)は欧州 5 カ国を対
象に職業⼩分類を賃⾦レベルで
5分位に分類し、各分位の 15年
間の 増減を分析することで、⾼
位職と低位職への⼆極化説を検
討している。いずれの研究も、分
析結果を、図 1 に⽰した各国社
会の制度的特徴を説明する理論
に依拠し、国際⽐較の観点から
解釈を加えるが、⽇本の既存の
研究にはこのプロセスが不⾜し
ている。そこで本研究は、2 年間
で遂⾏可能な研究計画として、2

つの研究課題を設定した。第１は、労働市場の⼆極化説の検討を、賃⾦レベルに基づく職業
構造の変化を通して、職業構造の⼆極化説を検討すること、第２は、その中で、⾮正規雇⽤
者が職業構造の変化の中で、どのような位置付けに分化しているのかを分析することであ
る。図 2 が本研究の全体像である。 
 
3. 研究の⽅法 
第 1 の課題に対しては、就業構造基本調査のオンサイト利⽤個票データの 2007と 2017を

⽤いて、職業小分類の収入水準により職業をランク付け，2007-17年の 10年間における各
分位の構成割合の変化を見ることで、職業構造の二極化説を検討する。賃金ランクの中位の

職業グループのシェアが減少し、上位と下位のシェアが拡大すると、二極化が生じているこ

労働市場の⼆極化説の検討
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図 1：労働市場の格差をテーマにした研究の分析視座 
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図２: 本研究課題の遂行計画の詳細
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とになる。第２に、職業構造の変化の中で、⾮正規雇⽤者の職業上の地位がどのように変化
していくのかを分析する。就業構造基本調査 2007と 2017を⽤いた職業移動の記述的分析
に加え、より最近のデータである JGSS-2021 と JGSS-2022 を⽤いた多変量解析を通して、
⾮正規雇⽤者の内部で、教育、スキルのレベルや就労動機が、どのように分化しているのか
を検討する。 
 
4. 研究成果 
(1)職業構造の変化の全体像 
全体的な変化として二極化は生じておらず，職業構造の＜中＞，＜中の下＞，＜下＞の分

位が減少し，＜中の上＞と＜上＞の分位の拡大が確認される．背景として，第１に，二極化

の進行を左右する最下位の分位での低賃金サービス職の拡大が限定的であること、第 2に、
大学卒の女性が最上位の分位で拡大したことがある。図 3にこの結果を示す。21世紀初頭
のスイスやデンマークでは、職業構造の最上位が最も拡大する明確なアップグレードを示

したが、日本では、中の上の職業がより大きく拡大する、緩やかなアップグレード傾向が確

認できた。この背景には、アメリカやイギリスなど，規制の少ない自由な市場経済に基づく
労働市場においては低賃金サービス職の典型である介護職が、日本では介護保険法により

資格化、制度化されることで、職業構造の最低位ではなく、中の下付近で拡大していること

が１つの要因である。 

 
 
 

 
 
(2)⼥性と男性の、職業上の地位の変化 
図 3 が⽰す変化を男性と⼥性に分解すると、大学卒の女性が最上位の分位で拡大した点が
確認できた。その一方で、職業構造の下位においても女性のシェアは拡大しており、教育歴

別に見ると、大卒女性も職業構造の下位でシェアを拡大させている。擬似ライフコース分析

の結果、非正規雇用として労働市場に再参入し、職業階層の下位の職業に就く女性と、男性

同等の上位職につく女性の間に、職業上の地位の分化が進展する傾向が確認された（Sano   
2021, 佐野 2022a）。 
 
(3)中⾼年⼥性を対象とした就業規定要因の分析 
JGSS-2021, JGSS-2022 を⽤いて、(2)の結果により⽰唆された、⼥性の就業上の地位の分化
に焦点を当てた⼀連の分析を⾏なった。特に近年拡⼤傾向が顕著なポスト⼦育て期の既婚

図 3  2007-2017 の職業構造の変化（就業構造基本
調査 2007,2017） 
横軸は 231 の職業の収⼊レベル、縦軸は２機関のシェア
の変化を表す。⾚の縦線で囲んだ部分は、職業を賃⾦ラ
ンクによって 5 つの分類した場合の、下から４番⽬（つ
まり中の上）のグループ 
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図 4 職業ごとのシェアの変化 
横軸は収⼊レベル、縦軸はシェアの変化、丸の⼤き
さは各職業の 2007 時点の雇⽤規模 



⼥性に就業規定要因を分析すると、2000 年代初頭には⼥性の就業を抑制する有意な効果を
⽰していた配偶者年収が、2021 年以降は有意な効果を⽰さず、2021 年以降は、若年期の教
育歴と調査時点の男⼥平等意識との交互作⽤が有意な効果を⽰すようになった。つまり、よ
り近年になるほど、⼤学卒の⼥性の間では、意識の違いにより、就労するかしないか、のみ
ならず、正規雇⽤として働くか、⾮正規雇⽤として働くかの、分化傾向が統計的にも有意な
影響⼒を持つようになったと⾔える（Sano 2022、佐野 2022b）。 
 
(4) ⾮正規雇⽤者の内部分化  
⾮正規雇⽤の内部でも、雇⽤形態についた理由に
は、表 1 の通り、違いが⾒られる。就業上の地位の
みならず、就業⽬的においても、同じ学歴間でも差
異が⾒られる。この指標は、JGSS-2021 に研究代表
者が提案した質問項⽬が採⽤されることによって
得られたものである。（Sano 2022） 
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